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世界の金融資本市場は100年に一度と言われる混乱に陥っており、世

界的な景気後退が見られる中で、我が国の経済は、海外需要面に加え国

内需要も停滞し、景気の下降局面が長期化及び深刻化するおそれが高ま

っている。 

このため、特に雇用情勢が急速に悪化しつつあり、 

① 平成21年７月の完全失業率（労働力人口に占める完全失業者の割

合）は5.7％（完全失業者数359万人）と、統計調査を始めた昭和28年

以降で最も高かった15年４月の5.5％を上回り、その後改善したもの

の、21年11月は5.2％であり依然高水準で推移している、 

② 有効求人倍率は、平成21年５月（0.44倍）から統計調査を始めた昭

和38年以降で最も低かった11年５月及び６月の0.46倍を下回り続け、

21年７月及び８月には0.42倍となり、その後改善したものの、21年11

月は0.45倍で依然として厳しい求人状況が続いている、 

③ 平成21年６月の企業倒産件数（負債総額1,000万円以上）は、前年

同月比7.4％増の1,422件で、６月の件数としては、14年以来７年振り

に1,400件を超え、その後21年８月からは前年同月を下回るようにな

ったものの、21年11月は1,132件で依然として厳しい経営環境が続い

ており、また、20年の上場企業倒産件数は33件と戦後最多を更新した、 

などの状況の中で、昨今、派遣労働者等の雇止め・解雇、新規学卒者の

内定取消しなど、深刻な問題が生じている。 

このような状況を踏まえ、国は、 

① 雇用維持対策（雇止め対策を含む。） 

② 再就職支援対策（雇止めに係る者の対策を含む。） 

③ 雇用保険非受給者の生活保障 

④ 内定取消し対策等 

として、各種の措置を講じており、この中には労働保険特別会計におい

て経理される雇用保険二事業により実施しているものが多く含まれてい

る。 

 

 



雇用保険制度は、 

① 労働者が失業してその所得の源泉を喪失した場合等に、生活及び

雇用の安定と就職の促進のための各種手当を支給する「失業等給付」

と、 

② 失業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力

の開発及び向上その他労働者の福祉の増進を図るための各種事業を

実施する「雇用保険二事業（雇用安定事業及び能力開発事業）」 

とから成っている。 

雇用保険制度が経理される労働保険特別会計については、簡素で効

率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成 18 年

法律第 47 号）第 23 条第１項において、「労働保険特別会計において経

理される事業は、労災保険法の規定による保険給付に係る事業及び雇

用保険法の規定による失業等給付に係る事業に限ることを基本とし、

労災保険法の規定による労働福祉事業並びに雇用保険法の規定による

雇用安定事業、能力開発事業及び雇用福祉事業については、廃止を含

めた見直しを行うものとする」とされた。これを受け、平成 19 年４月

に雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）が改正され、従来の雇用保険

三事業（雇用安定事業、能力開発事業及び雇用福祉事業）のうちの雇

用福祉事業が廃止され雇用保険二事業となっている。 

雇用保険二事業については、平成 20 年度において、年度途中におけ

る第 1 次及び第 2 次補正を含む予算が、収入ベースで 5,184 億円、支

出ベースで 5,962 億円となっており、都道府県労働局、公共職業安定

所、独立行政法人、都道府県、民間団体等を実施主体として計 134 事

業（雇用安定事業 103 事業及び能力開発事業 31 事業）が目標管理の下

に実施されているが、昨今の雇用情勢を踏まえた各種雇用対策の充実

強化が求められている一方で、事業の徹底的な整理合理化が必要であ

るとの指摘もある。 

この行政評価・監視は、以上のような状況等を踏まえ、雇用保険二

事業の一層の効果的・効率的な遂行を図る観点から、各事業の実施状

況を調査し、関係行政の改善に資するため実施したものである。 
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